井原市農業後継者就業交付金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、農業の担い手を確保し、農業後継者の育成を支援するため、予算の範囲内において井原市農業後継者就業交付金（以下「交付金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、井原市補助金交付規程（昭和３４年井原市規定第１号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
（交付対象者）

第２条　交付金の交付対象となる者は、市内で専ら農業で生計を営む農家の後継者で、市内に住所を有し、将来にわたり専ら農業に従事し、生計を営もうとする４５歳未満のもので、経営者が事業承継を承諾した日から起算して５年以内に経営権を承継するものとする。

２　前項の規定にかかわらず、市税に滞納のある者及び国若しくは他の地方公共団体又は市の他の制度による就農者の育成を目的とした交付金（補助金を含む。）を受けている者については、交付金を交付しない。

（交付金額）

第３条　交付金額は、月額１００，０００円とする。
２　前項の規定にかかわらず、就業期間が１月に満たないときは、１００，０００円を３０で除した額に就業日数を乗じて得た額とする。この場合において、１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。
　（交付対象期間）
第４条　交付金の交付対象となる期間は、２年とする。

（交付申請）
第５条　交付金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、農業を開始した後、年度ごとに井原市農業後継者就業交付金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(1)　経営計画書

(2)　経営者及び申請者が事業承継を承諾したことの分かる書類及び農業を開始したことの分かる書類（前年度以前に申請をしている場合は、除く。）

(3)　その他市長が必要と認める書類

２　複数年度にわたり継続して交付金を受けたいときは、年度ごとの経営計画書を作成し、初年度の交付申請時に提出することとする。

（交付決定）
第６条　市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当であると認めるときは交付金の交付を決定し、井原市農業後継者就業交付金交付決定通知書（様式第２号）を、不交付を決定したときは、井原市農業後継者就業交付金不交付決定通知書（様式第３号）をそれぞれ申請者に通知するものとする。
　（事業の中止又は廃止）
第７条　交付金の交付決定を受けた者（以下「事業実施者」という。）が事業を中止し、又は廃止しようとするときは、井原市農業後継者就業交付金事業中止（廃止）報告書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。
　（交付金の請求）

第８条　事業実施者は、別に市長の定める期日までに農業へ従事した状況を記載した書類を添付して、井原市農業後継者就業交付金交付請求書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。
　（交付金の支払）

第９条　交付金は、第３条第１項の交付金額に就業月数（同条第２項に該当する月数を除く。）を乗じて得た額を、９月末日及び３月末日に事業実施者に支払うものとする。
２　第３条第２項に該当する場合には、同項の規定により算出した金額を前項の規定により算出した金額に加算するものとする。

　（承継の申告）
第１０条　事業実施者のうち第２条第１号の規定に該当するものは、経営権を承継したときは、承継したことが分かる書類を市長に提出しなければならない。
　（立入調査）
第１１条　市長は、必要と認めるときは、事業実施者の就農の状況を確認するため、立入調査をすることができる。
２　事業実施者は、前項の立入調査に協力しなければならない。

　（交付決定の取消し）

第１２条　市長は、事業実施者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付金の交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。
　(1)　経営者が事業承継を承認した日から起算して５年を経過してなお事業承継が
行われていないとき。

　(2)　偽り又は不正な手段により、交付金の交付を受けたとき。
　(3)　交付決定に付した条件に違反したとき。

　(4)　この要綱の規定に違反したとき。
　(5)  農業を中止し、又は廃業したとき。
　(6)　前各号に掲げるもののほか、市長が交付金の交付を適当でないと認めるとき。

２　市長は、前項の規定により交付金の交付決定を取り消したときは、井原市農業後継者交付金交付決定取消通知書（様式第６号）により、事業実施者に通知するものとする。
３　第１項の規定にかかわらず、天災、心身の故障等やむを得ない事由により、事業承継ができなくなった場合には、当該事由の発生日の属する月までに交付した交付金については取消しを行わない。

　（交付金の返還）
第１３条　市長は、前条の規定により交付金の交付決定を取り消した場合において、既に事業実施者に当該取消しに係る交付金の全部又は一部を交付しているときは、井原市農業後継者就業交付金返還命令書（様式第７号）により、前条第２項の規定による通知をした日から起算して１年を超えない範囲内で、期限を定めてその返還を命ずるものとする。
　（委任）

第１４条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則（平成３１年３月２９日告示第３１号）
（施行期日）

１　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
　（失効）

２　この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。
（失効に伴う経過措置）

３　前項の規定による失効前のこの要綱の規定により交付金を交付された者に係る失効前のこの要綱の規定は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。

　　　附　則（令和元年９月１７日告示第９６号）　

　この要綱は、告示の日から施行する。
　　　附　則（令和２年３月３０日告示第４３号）
　（施行期日）
１　この要綱は、告示の日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱の規定による改正後の井原市農業後継者就業支援交付金交付要綱の規定は、告示の日以後に初めて交付金を申請する者について適用し、同日前に既に交付金を申請した者については、なお従前の例による。
附　則（令和７年３月２７日井原市告示第６２号）

この要綱は、告示の日から施行する。

